
























































































に関する技術系女性社員-のアンケー ト調査を行った｡調査期間は1997年 10月から1998年 7
月である｡
調査対象者 調査内容 調査方法 回答数
①人事担当者 女性の採用､配置､育成､ インタビュー 24社

















qz]推理 匂企画 口法務 ■財務








































































































































































































































雫書芸霊讐 企業) 24 を14,14.0.0～75,600, 128































回答状況 :直接インタビュー実施 20社 アンケー ト形式で実施 4社
②就業意識調査 (アンケート調査)
対象企業 :①の対象企業のうち7社
訴査方法 :技術系女性社員､事務系 (営業含む)女性社員､技術系上司につき､各 5名
計15名の抽出を依頼｡人事経由で調査票配布､当人より返送｡
調査期間 :1997年10月～11月
調査内容 :採用 (就職)､配置 ･育成に関する意識
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1 0/5 3/5 0/5 2 20/20
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表 3-2 産業別､規模別採用状況 (四年制大学卒技術系)(平成7年度調査)(単位 :%)





300- 999人 39.0(100) (40.5)
(16) (617) 832
(14) (6m47) 780 0i9
(41) (267) 327
(23) (444) 420 02
(18) (578) 608 02
表 3-3 男性のみ採用の理由 (平成7年度調査)(単位 ･%)
技術系 24.2 10.1(100) (29.7)




研究開発 mⅢⅢ 68%岬Ⅲ日日冊 ~瓦 コ
営業 m 58%1 41


































図 3-3 総合職女性の職務内容 (単位:%)
事務系聴種II人事教育 口軽務 口軽理 Ea企画 匂法務 I財務
El調査 El広報 ■営業 El販売 技術系職種■研究開発 口情報処理
口生産技術 その他 dその他 E)無回答
出所)21世範稚業財団 r稔食職女性の武美実感析査結果報青書J(1993年)
表 3-4 会社四季報就職シリー ズ学生就職版､女子学生就職版に記述された職種の違い
業種 (掲戦数) 学生就職版のみに見られる職種 女子学生就職版のみに見られる職種
- (31) 芸芸で芸 (9)､設計 (8'､虹 管理 (7'､ プログラ- (4)
食品 (41) 芸芸冨芸 霊;:芸芸等霊 ‡;冒)･ 研究 (9)･プログラ- (4)
化学 (35, 芸宝器 琶雷 (28'､研究開発 (20)t 研究 (15,･プログラ- (6,
医薬品 (21) 学術 (10)､生産技術 (10) MR (4)
電気- (72) 孟宗 霊篤 農 (.29i)i讐 )M発(18)～ - (13).プログラ- (8)





























表 3-6 育児休業期間別の取得者割合 (平成8年度調査)(単位 :%)
女性 男性
規模 3ケ月未 3-6ケ6-10ケ10-12 12-2424ケ月 3ケ月未 3-6ケ6-10ケ10-12
計(30人～) 16.2 24.4 25.8 29.2 4.0 0.4 86.9 1.4 0.3 11.3
500人- 15.1 21.2 27.7 29.7 5.8 0.4 64.7 23.5 11.8
注)H7.4.1-H8.3.31までの1年間に復職した者-100%
表 3-7 代替要員の採用の有無および採用しなかった理由別事業所割合 (平成8年度調査)
(単位 :%)
規模 採用した 採用せず 理由 (複数回答)
a(30^ ～) 31.8 66.4(100) (8.8) (7.0) (22.0) (65.3) (15.0) (0.4)




規模 講じてい 内容 (複数回答) l講じていない 無回答
計(30人～) 32.5(100) (80.8) (31.5) (9.1) (1.1) 67.3 0.2
500^ ～ 48.7(100) (93.9) (27.0) (3.0) (1.3) 51.2 0.1
る (図3-4)0
休業者に対 して代替要員が配置された事業所の割合は 26.3%であり､配置しない理由とし
ては ｢代替要員の採用は不必要である｣が 71.1%を占める (表 3-7)｡休業者に対し能力の維
持､向上のための措置がなされたのは48.7%であり､その大半は情報提供である (表 3-8)｡










ている企業が多く､離職期間は､小売業では 10年が､その他では3年が多い (表 3-12)0
19-
表 3･9 勤務時間短縮等の措置の有無別事業所割合および利用者割令 (平成 8年度調査)(単位 :%)
規模 実施割合 措置の種類
短時間勤 フレック 時差出勤 所定外労 事業所内 育児経費
計(30人～) 41.2(100) (60.0) (14.2) (43.7) (48.8) (4.4) (2.1)
500人～ 75.1(100) (64.7) (16.1) (31.4) (50.5) (7.6) (5.2)
措置がある事業所の利用者の割合 (従業旦600人以上の事業所)(単位 :%)
措正がある事業所 利用者の男女比 出直した女性労働 配偶者が出産した













? ??? ???? ?? ? ? ? ? ?? ?
注)措dEがある事業所においてH7.4.1-H8.3.31までに出産した着 (配偶者が出産した男性を含む)のうち､ZI8.7.1までに
措鷹の利用を叩始した者 (利用の申出をしている者を含む)の割合である.
表 3-10 育児､介護による退職者 を再雇用する制度をもつ事業所の割合 (平成 8年度調査)
(単位 :%)
制度あり 制度ありの事業所-100%
計(30人～) 20.7(100) (4.5) (54.5) (1.0) 11.3 12.1
500^ ～ 25.1(100) (79.1) (19.3) (1.6) 29.5 13.0
表 3･11 企業の育児休業制度 (休職期間+短時間勤務期間の計が 1年 を超える企業)


































小 売 76 1




















































































身分＼離職期間(午) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15
正社員 として 1 3 1 1 1 2 1
正社員,アルハ◆ィトとして 1 1
アルハ●イトとして
記載な し 1 10 3 1 1
(業種別例)
電気機器 1 6 2






















































































































































































1進学者を除く卒業者の女子学生割合 (出所 :文部省 ｢学校基本調査報告書｣)
(学部) (修士課程)
理学系 工学系 農学系 薬学 理学系 工学系 農学系 薬学
1995 24% 7% 30% 70% 19% 4% 20% 25%
1996 25% 8% 33% 71% 17% 5% 21% 31%




























重要としている (表 4-3)｡採用割合は今程度が良いと考える者が約半数である (表 4-4)｡現
状はすでに受け入れられているが､全く性別不問というわけではない｡
女性は､就職にあたって女性の活躍状況などの情報を何らかの形で得た者が事務系と比べ








表 4-3 女性を採用するとき重視すべき点 (技術系上司回答)(単位:人)
男性と同じ 協調性 継続勤務 体力 物作りセンス やる気根気 計
18 2 8 1 1 1 22
表 4-4 技術系採用者の女性割合はどの程度が良いか (技術系上司回答)(単位:人)
今より多くても良い 今程度が良い 今より少なくても良い どちらでもよい 計
6 10 2 4 22





技術系女性 6 5 5 3 1 21
事務系女性 11 7 1 1 0 20





技術系女性 6 5 7 1 8 7 3 21

























勤続年数 (平均年数) 轟叔部署数別人数 l芸諾数 1番目部署の年数 2番目部署の年数
6-10年 (7.8) 26 9 9 8 2.0 6.3 2.7
ll-15年 (12.4) 22 7 7 6 2 2.2 7.4 6.0
16-20年 (17.1) 19 2 6 8 3 2.6 10.2 3.9







6 8 16 13
7 13 25 26
5 19 27 22
26 31 19
1 11 12 6
計 25 77 110
表 4･9 遠隔地-の転勤経験の有無 (本人および配偶者)
本人の転勤経扱 配偶者の転勤経験










1 17 1 3 16 19
6 1 5 6
計 4 81 1 16 70 86
署での在籍年数を見ると､5年以上の場合が多い (表 4-7)｡配置転換に伴って転居した経験
のある者は延べ 25名 (配置転換経験者延べ数の 23%)､遠隔地-の転勤経験のある者は本人



















































































会や職場の意識 ･慣習､社会や職場の制度 ･設備等の未整備､女性自身の姿勢 ･考え方を挙
げている｡技術系の方が限定されているという考えがやや強い (図4-2)｡









性別問わず 9 3 1 13
同能力なら男性 1 4 3 1 1 9
劣っても男性 1 1





































































表 4･13 女性であることの仕事-の影響 (技術系女性回答)(単位:人)









? ? ? ? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ? ?




表 4･15 能力や実演を適正に評価され､処遇されているか (単位:人)
適正に評 適正評価 実力以上 実力以下 わからな 上司によ その他 計
技術系女性 9 3 1 0 4 2 2 21
事務系女性 15 2 1 2 0 0 0 20
















本 人 1 8 1 1 1 6 2 1 60 80
配偶者 2 1 1 75 1 1 80
-22-






本 人 9 19 2 5 8 3 1
配偶者 1
育児休職期間を決めた理由

















表 4-18 復職後の働き方の変化 (経妖者)
麿 な 残業減 フレックスタイム活用 休 日夜間免瞭 配置換 転職 再就職 自営ゆえ柔軟対応 変化なし 無記入 総数
本 人 14 17 1 3 3 2 2 4 2 52






る場合が多い (表 4-18)｡子供のある者 52名のうち､育児のため両立しやすい部署-の配置
転換を経験したと答えた者は3名 (6%)､また､今までの配置転換の理由として出産 ･育休を

















表 4-19 同級生 (女性)の勤続状況例
勤続年数 回答数および専攻 就業者敦 (勤続者数/就職者 数)






























































































- 2 5 -
が多い｡ 具体 的 には､時間制約 に よる井 しさ､技術進 歩 の早い分野 の難 しさ､チー ム作業の
難 しさな どが挙 げ らてい る (表 4･21)｡休職 中の対処法 としては､①職場 と連絡 を とり､近況
報告 と情報収集 ､② 自己研鎖 (論文作成 ､情 報収集 ､技能修得等)､③復職後 の両立の準備 ､
が挙 げ られてい る (表 4-22)｡


















































































































































































積極的に女性活用に取り組んでいる企業 (以降積極企業と記す)に属する女性 17名 (うち






















表 5･1 育児休業の状況の違い (経敬者)
短時間 (1年
超～2年)
積極企業 24% 59% 6% 18% 6% 12% 6%
その他企業 14% 23% 6% 6% 20% 3% 0%
表 5-2 復職後の働き方の変化の違い (経験者)
耕極企業 18% 35% 6% 6% 6% 12% 0% 0%




























































































































































































































表 6-3 復職する部署との休職中の関わり方 (単位:人)
休 社 中 荏 通ネ 顔 と会 れ 不 &* 加休 づ 出 必 無 計
莱 は途 宅 じ ツ 階現社 た安 供ま は職 く社 要 記
中 意 義に也 勤 情 ト 的萱蓋握 い と のか 不 中 り後 な 入
子供あり
子供なし
36 20 1 1 2 3 1
22 17 3

















































?? ? ? ? ???
?
計 22

































表 6-5 女性が技術系人材 として能力発揮するために有効なこと (単位 :人)












































表 6-6 中途退職後の活躍の場として､どういう場を望むか (単位:人)
の以 生 で異 生てべ 験 の仕 で家 心 に以 あ拘分 柴 ら数様 業離 無 計












の専 一 ア ウ 教 最 頭幅 わ ;# 再 '､ン 辛 識 大衡 4旺 計
場門 ム ツ 育薪 に広 か 就 ジ 格 S p. 学星 記悼 プ 技再 い ら 中 職 精 敬 公 活 入
戟 の ミ 柿教分 な 断 先 神 得 分 p 開 用
















































































1. 労働省 ｢平成 10年版労働白書｣
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